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静 岡 労 働 局 発 表 

令和元年７月１６日（火） 

 

       

報道関係者 各位 

 

平成３０年度は重大又は悪質事案２１件を送検 

 

 静岡労働局（局長 谷 直樹）では、静岡労働局と管下７労働基準監督署における平成３０ 

年度の検察庁への送検状況を以下のとおり取りまとめました。 

 

 ○送検件数      ２１件（対前年比 ▲７件） 

 ○法令別内訳 

    労働基準法・最低賃金法違反   ８件（対前年比 ▲７件） 

    労働安全衛生法違反      １３件（対前年比 ±０件） 

 

労働基準監督署では、労働基準法、労働安全衛生法、最低賃金法等の法令に基づき、企業に対

し賃金の支払等一般労働条件の履行確保や労働災害・健康障害防止等のための行政指導を行って

いますが、重大又は悪質な法令違反に対しては、司法警察権限を行使して捜査を行い、検察庁へ

送検しています。 

 

１ 送検件数の推移 
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● 送検件数２１件は、前年度から７件減少。 

● 全送検件数のうち建設業が占める割合が２８．６％で最多、次いで製造業が２３．８％。 

～労働基準監督署の監督官による捜査～ 
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 ２ 業種別・違反法別件数（平成３０年度） 

 

  業       種 

製造 建設 
運輸

交通 
商業 

接客

娯楽 
その他 計 

労働基準法、最低賃金法関係 1 1 1   1 4 8 

 定期賃金不払 

（労基法第 24 条、最賃法第 4条） 

  1       1   1  4 7 

違法な時間外労働・休日労働 

（労基法第 32 条・35 条・40 条） 

              

賃金不払残業（労基法第 37 条）                    

その他  1        1 

労働安全衛生法関係 4 5  1   3 13 

 作業主任者の未選任等（安衛法第 14 条）   1                 1 

機械等危険防止未措置（安衛法第 20 条） 2 1         1 4 

墜落等危険防止未措置 

（安衛法第 21 条・第 31 条） 

  1 3      1     1 6 

機械の無資格運転等（安衛法第 61 条）            1 1 

労災かくし（安衛法第 100 条）    1              1 

その他                 

合        計 5  6 1   1 1 7 21 

 

 

 

（１）業種別推移 

業種別では、建設業が最も多く６件で、次いで製造業が５件となっている。 

 

 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

製 造 業 ５ ５     ５ 

建 設 業 １１ ８  ６ 

運輸交通業 １ ２     １ 

商   業 １ ４     １ 

接客娯楽業 １ ３     １ 

そ の 他 ７ ６     ７ 

総 件 数 ２６ ２８ ２１ 
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（２）法令別推移 

・法令別の送検件数は、労働基準法又は最低賃金法違反に係る事件（以下「労働基 

準法等違反事件」という。）が８件、労働安全衛生法違反事件が１３件である。 

・労働基準法等違反事件を内容別に見ると、「定期賃金不払」が７件、「その他」が１件と

なっている。 

・労働安全衛生法違反の内容別では、「作業主任者の未選任等」が１件、「機械等危険防 

止未措置」が４件、「墜落等危険防止未措置」が６件、「機械の無資格運転等」が１件、 

「労災かくし」１件となっている。 

 

 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

労

働

基

準

法

等 

定期賃金不払 

（労基法第 24 条、最賃法第 4条） 

６ ８    ７ 

違法な時間外労働・休日労働 

（労基法第 32 条・35 条・40 条） 

２ １ ０ 

賃金不払残業（労基法第 37 条） ０ １ ０ 

その他 ４ ５ １ 

計 １２ １５  ８ 

労

働

安 

全

衛

生 

法 

 

作業主任者の未選任等（安衛法第 14 条） １ ０ １ 

機械等危険防止未措置（安衛法第 20 条） ３ ４ ４ 

墜落等危険防止未措置 

（安衛法第 21 条・第 31 条） 

５ ５    ６ 

機械の無資格運転等（安衛法第 61 条） ２ ２ １ 

労災かくし（安衛法第 100 条） １ ０ １ 

その他 ２ ２ ０ 

計 １４ １３ １３ 

 

（３）捜査の端緒 

捜査を開始する端緒は、労働基準法等違反事件では８件中５件が告訴・告発による 

ものである。 

労働安全衛生法違反事件では、死亡等の重大な労働災害を端緒とするものが１３件中 

１２件である。 

 

 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

労働基

準法等 

安全 

衛生法 
合 計 

労働基

準法等 

安全 

衛生法 
合 計 

労働基

準法等 

安全 

衛生法 
合 計 

告訴・告発   ７   ０   ７   ８   １   ９  ５   ０   ５ 

告訴・告発

以外 
  ５   ２   ９   ７   １   ８  ３   １   ４ 

死亡等の重大 

な労働災害 
  ０ １２ １４   ０ １１ １１  ０ １２ １２ 

総 件 数  １２ １４ ２６ １５ １３ ２８  ８ １３ ２１ 
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３ 送検事例 

○その１ 定期賃金不払 

業  種 輸送用機械器具製造業 

違反条文 最低賃金法第４条第１項 

  概  略 

労働者１名の平成２９年８月１日から同年９月２２日まで、労働者１名の平成２９年１０ 

月１日から同年１０月３１日までの賃金合計４２４，６７３円を各所定賃金支払日までに支 

払わず、もって、静岡県最低賃金（平成２９年１０月３日までは１時間当たり８０７円、同 

年１０月４日以降は１時間当たり８３２円）以上の支払いをしていなかったもの。 

本件は、労働基準法第２４条（賃金の支払）違反と最低賃金法第４条第１項（最低賃金の 

効力）違反の両罪が成立するが、両罪は法条競合（特別関係）の関係にあるため、罰則が重 

く特別法にあたる最低賃金法第４条第１項違反により送検したもの（労働基準法第２４条違 

反は「３０万円以下の罰金」、最低賃金法第４条第１項違反は「５０万円以下の罰金」）。 

 なお、現在（平成３０年１０月３日以降）の静岡県最低賃金は１時間当たり８５８円とな 

っている。 

 

○その２ 墜落防止未措置 

業  種 造園業 

違反条文 労働安全衛生法第２１条第２項（労働安全衛生規則第５２４条） 

  概  略 

企業敷地に所在する倉庫兼車庫の屋根補修作業において、屋根がぜい弱な材質で葺かれて 

おり踏み抜いて墜落する危険のおそれがあったのに、幅３０センチメートル以上の歩み板を 

設け、防網を張る等の労働者の危険防止するための措置を講じていなかった。 

労働者が屋根を踏み抜いて約５メートル下のコンクリートの地面に墜落し、翌日、死亡し 

たもの。 

 

４ 今後の方針 

   静岡労働局及び管下７労働基準監督署では、今後も労働基準法、労働安全衛生法等の遵守 

の徹底を指導するとともに、重大又は悪質な事案に対しては積極的に司法警察権を行使する 

など厳正に対処していくこととしています。 


